父母会連絡会役員及び各園保護者様ご参考

「３園民営化」案の背景と今後の考え方について

　もしも自分の園が民営化されたらどうしよう。子どもの環境は変わっちゃうの？　と私たちの不安はつきません。でもちょっと待ってください。本当に３園、あるいはそれ以上の公立園を民営化することは市民はもちろん、市にとってもプラスなのでしょうか。

堅苦しいようですが、事情を知り、考えてみてください。

Ⅰ【突然出た「３園民営化」の方針とは】

1 昨年末までは「平成１９年度に１園民営化」だったのに。なぜ？

私たちはこれまで「平成２２年度までに４～５園程度民営化」という方針を耳にしてきました。これは平成１０年度の市議会で市長や部長が答弁した内容が一人歩きしていたまでで、行政上の計画として根拠のある数字ではありません。ただ、平成１５年度から公立保育園への運営費補助が一般財源化（用途を特定せず、土木費や衛生費などと財布が一緒になること）されたために、「保育園運営費」として補助がもらえる私立園の方が財源確保がしやすくなり、とりあえず１９年度に１園という方針が出されました。

2 「公立園を減らして地域子育て拠点化」構想が浮上

　　１７年（昨年）５月、市は学童保育のガイドラインづくりや１９年度の保育園民営化の内容を話し合うために有識者や市民を集めた「市子ども行政あり方検討委員会」を立ち上げました。ところが、その後、市役所内では公務員削減とそれに伴う組織改編をするための「集中改革プラン」づくりが始まりました。この中では４～５園どころか「公立保育園は全廃を」という意見が出されました。

　　とはいえ、さすがに近隣市の中で高水準を維持してきた公立園を全廃する訳にもいかず、公立園を大幅に減らす代わりに、地域の親子全体のための「地域子育てセンター」として生活圏ごとに一つずつは残す、という「生き残り策」が生まれました。そしてそれは１６年度末に完成した市の「次世代育成支援行動計画」や、７つの生活圏域を掲げた市の第３次総合計画に合う形として、公立園の再編構想となりました。

3 「１１園から６園に」が着地点か

　　第３次総合計画では生活圏域は７ゾーン。①村上②阿蘇③睦④大和田（ゆりのきも含む）⑤高津・緑が丘⑥八千代台⑦勝田台の各地域です。「子ども行政あり方委」の中の保育園作業部会や次世代育成行動計画の協議会で示された案によると、各地域に公立園は一つにし、そこに毎日地域開放し、地域の家庭訪問などもできる子育て支援センター機能をつけ、保育定員は減らすこともあり得るという内容です。その通りなら勝田台には公立園はないので最終的に残る公立園は６園となります。１９、２０、２１年度と続けて３園民営化した後、さらに民営化か統廃合がある、と考えられます。民営化の方法として今のところ、期間を限定して委託する指定管理者制度は検討にあがっていないようです。

4 後から「３園民営化」とはいかがなもの？

市は今度の６月市議会で来年度から３カ年、どこを民営化するか３園名を明らかにするようです。でも、連絡会が今年初め、「子ども行政検討委」の作業部会で「茶々おおわだみなみ保育園」の時と同じ移管条件でいいかどうか、検討するようにと言われた時には、１９年度に１園という話が前提でした。まずルール違反でしょう。１園でも影響は大きいのに、３園となると、どこも質の高い法人に引き継げるのか、増え続ける子どもの支援をまかないきれるのか、本当に民営化した方がコスト効果があるのか、これから先、採用もないまま公立園はどうなるのか、など疑問は広がります。

父母の共通な思いとして、まずは６月議会前に「一方的に３園民営化という中身を発表するのはやめてください」と声を出すかどうか、考えてみてください。

Ⅱ【これから必要な対応策は】

　３園民営化とそれに続く保育園再編について、おかしな点や疑問点をあげます。たまたま１園がうまく行けばおしまい、という訳にはいきません。改めて、きちんと回答や解決策を詰めていただければと思います。

1 民営化園の雇用や給与が不透明なままでいいのか

昨年来、市に要望した内容の中で、「茶々」の人件費は明らかにされたでしょうか。平成１６年度の運営費として、市からの「委託料」と「補助金」の総額が約１億４６８０万円、施設整備補助金が２カ年で約４１００万円だったことは分かりましたが、それ以上の内訳は不明です。公立園が人件費も含めて細かい歳出内訳を並べているのと対照的です。全運営費に占める人件費比率というのは、保育の質をみるバロメーターでもあります。

保育園にはベテランも若手も必要ですが、何だかんだといっても保育の質は結局は人件費。雇用期限のない正職員がどれだけいるか、給与が妥当か、経験・年齢により昇給があるか、それによって定着率や保育内容の継承が左右されます。茶々の民営化時には、園のスタッフの質を金銭的に保障するための仕組みづくりが抜けていました。茶々は良いスタッフを得て評判がよくても、他がそうなるとは限りません。

例えば、市川市は毎月の給与台帳を市に提出することを義務づける代わりに、同じ経験年数の公務員保育士との給与の差をほぼ埋めるよう独自の助成を出しています。

2 公私の運営コストの差は何なのか

１園で５０００万円近く（←ここの資料が見つかりません）違ったのではないでしょうか。この差の内訳は何でしょう。詳しく説明してもらって納得できないと、「コストの安い分、質が落ちるのでは」という懸念を払拭できません。

3 公立園を残す見通しがない

市が示した公立保育士の年齢別内訳をみると、１７年４月時点で全１５８人のうち一番多い層は、４５～４９歳の６９人、ついで５０～５４歳の３６人です。これが、２２年４月になると、１５５人中、５０～５４歳が６９人、５５～５９歳が３６人となり、全体の６８％が５０代です。退職者のピークは２３～２６年度、計６０人以上とされていますが、激減するのはそんな先の話ではありません。

現実には定年を待たず、５０代に入って現場を離れたり、退職する人はぐっと増え、昨年度は９人が去ったと聞いています。とすると、もう間もなく大量退職・配置転換時代が始まることになり、１０年を待たずに１００人が姿を消すことになります。

３つも４つも民営化に巻き込まれて、公立園からも人材が消える、とあっては市は残った公立園も維持するつもりがないのかもしれません。

「保育士を新規採用する」と確約しない限りは、市の再編構想はまったく受け入れない、と言ってもいいぐらい実は深刻な話です。

4 民営化のコストより、公立園で新人採用の方が安いかも？

　　　「民間移管」という形で民営化をすると、１園あたり平均１億２千万円近くのコストが発生します。「茶々」民営化の時代には、ほとんど公立保育士の退職者はいませんでしたが、今後はおそらく２ケタが退職か現場を離れるでしょう。退職金は必要にしても、年収８００万円近く（正確には分かりません）のベテランが去って減る額と、年収５００万円に満たない新人を採用するのにかかる額との差額を考えると、３つかそれ以上も民営化して持ち出す金額よりも安くあがるかもしれません。

　　　　そういうシミュレーションを市はしてみたのでしょうか。

5 子どもの数に対して保育園は足りるのか

　　　八千代市は子ども人口の方が高齢者よりも多い地域です。また、近頃の景気や不安定な雇用情勢を考えると、共働きが必要な家庭は増え続けるでしょう。待機児童も今年度は８６人と聞いています。児童総数の予測はあって、以前に平成２２年がピークと聞いたと思いますが、いったい保育需要は何人とはじいているのでしょうか。次世代育成計画策定の時出した数字は、前提条件のハードルが高すぎるので、それとは別に、現実に各地域ごとの未就学児童に占める入所希望者、あるいは現在入所者の割合を示してもらったほうがよいでしょう。民営化以前にもっと新設する必要があるかもしれませんし。

6 生活圏域ごとに公立１園で足りるのか

７つの生活圏域というのは、高齢者中心の地域福祉をベースに線引きされた区域です。子どもの数は全然アンバランスです。特に東葉高速沿線は学校と同じように、需要に対して全然足りません。高津・緑が丘や大和田、村上などの保育や子育て支援が公立１園でまかなえるのか。少なくとも、市は地域別の子どもの数のデータを出していません。データがなければ、小学校ごとの児童数でもいいので求めてください。

7 拠点化するという「地域子育てセンター」はどの程度の体制か

　今ある毎日開放園を想定すると、担当の保育士１人、パートの保育士１人。それに地域コーディネーター的な人（保育士か）をつける位の体制と思います。その程度の体制なら、他園を民営化してまで拠点化する必要があるのか。「地域支援」は必要な分野であり、本気で実施するなら拠点は人員を増やし、すべてが実施園になるべきだ。民営化園にやってもらうとしても、大して補助の対象にならず専任を１人置く程度なら責任を持って公立の拠点としてやった方がいいのではないでしょうか。

8 ガイドライン作成に保護者の参加を

　父母会が要望したガイドラインは、公立保育園の園長が現在作成しているようです。第三者評価的な機能を持たせるには、何らかの形で作業に保護者が加わるべきだと思います。確認してみてください。「公立園を残し私立と役割分担する」という内容をきちんと盛り込むこと、父母の保育園への関わり方、など公立の管理職の立場だけでは視点が不十分だと思います。

以上、要望や市との協議のご参考にしてください。
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